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施策の分析

平成２７年度実施施策に係る政策評価書
（環境省27－㉙）

施策名 目標６－３　国際協調による取組

施策の概要

化学物質関係の各条約（ＰＯＰｓ条約（残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約）、ＰＩＣ条約（国
際貿易の対象となる特定の有害な化学物質及び駆除剤についての事前のかつ情報に基づく同意の手
続に関するロッテルダム条約）、水銀に関する水俣条約に関連する国内施策を推進するとともに、ＯＥＣ
Ｄ、ＵＮＥＰ等の国際機関との連携及び諸外国との国際協力を図り、化学物質による地球規模の環境汚
染を防止する。

達成すべき目標

化学物質関連条約に関する施策を推進するとともに、ＯＥＣＤ、ＵＮＥＰ等の国際機関との連携を図り、化
学物質による環境リスクを低減させる。また、我が国の汚染状況をモニタリングすると共に、東アジア地
域を対象とした化学物質対策に係る国際協力により、有害化学物質による地球規模の環境汚染を防止
する。

施策の予算額・執行額等

区分 25年度 26年度 27年度 28年度

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） 252 379 451 527

補正予算（b） - 1 △1 -

繰越し等（c） - - （※記入は任意）

合計（a＋b＋c） 252 378 （※記入は任意）

執行額（百万円） 256 357 （※記入は任意）

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

①POPs条約対応のため
残留状況を測定した物質

数
（候補物質も含む。）

実績値

○

年度ごとの目標値
測定指標

②途上国の水俣条約締結
に向けた支援を実施した

累積国数

施策の進捗状況（実績）

○

年度ごとの目標

【測定指標】

（判断根拠）

①POPs条約の有効性評価に資するため、モニタリング調査を実施したPOPs
条約規制物質及び候補物質数について選定要件より設定した目標値を超過
達成した。
②水銀対策について、平成27年度はブラジル、イラン、パラオを対象として、
ニーズ調査及びワークショップを開催し、我が国の水銀対策技術シーズとの
マッチングや条約締結に向けた取組に関する情報交換等を行い、水俣条約
締結に向けた支援を行った。

＜POPs条約対応＞
・POPs条約の有効性評価に資するため、国内実施計画に基づき国内のモニタリングを行うと共に、東ア
ジア地域におけるPOPsモニタリングを実施し、各国との協力体制の構築に貢献した。
＜水銀対策＞
・ニーズ調査対象となったすべての国からは水俣条約締結の意思を確認できた。
・イランのように締結に向けた国内手続きが進んでいる国もあり、今後支援対象国が条約締結に向かうこ
とが期待できる。

次期目標等への
反映の方向性

【施策】

①今後もPOPs条約事務局へ提出する有効性評価及び国内の汚染状況把握
のためPOPsモニタリングを継続して行う。
②水俣条約の効果的な実施に向け、引き続き途上国等の水銀対策に係る取
組を支援する。

①「化学物質環境実態調査における当面の運用方針」の物質選定要件に基
づいて残留状況を測定する物質数。
②これまで、水俣条約の締結に向けた支援を実施した累積国数を指標として
いたが、今後具体的に案件形成を進める段階に入ることから、平成28年度か
らは途上国等の水銀対策に係るプロジェクトを形成･支援した数（累積）で評
価を行うこととする。

学識経験を有する者の知
見の活用

POPs条約対応のため、POPｓモニタリング検討会を実施している。また、SAICM国内実施計画に基づき、
「化学物質と環境に関する政策対話」を実施し、学識経験者、市民、事業者、行政学識経験者等の様々
な主体による意見交換を行っている。水俣条約については、「我が国の水銀対策手法の国際展開に係る
勉強会」を開催し、有識者の意見を踏まえた対応を行っている。

評
価
結
果

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） 目標達成

別紙２別紙２
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